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ア
メ
リ
カ
／
ブ
ッ
シ
ュ
政

権
下
Ｎ
Ｌ
Ｒ
Ｂ
―
団
結
権

の
範
囲
縮
小
へ 

　
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
・
タ
イ
ム
ズ
な
ど

の
米
メ
デ
ィ
ア
は
、
共
和
党
多
数
と

な
っ
た
全
国
労
働
関
係
局
（
Ｎ
Ｌ
Ｒ

Ｂ
）
（
注
１
）
が
、
使
用
者
側
に
有

利
な
決
定
を
下
す
傾
向
が
顕
著
に
な

り
つ
つ
あ
る
と
報
じ
て
い
る
。 

  

従
来
の
決
定
を
覆
す
Ｎ
Ｌ
Ｒ
Ｂ 

 

二
〇
〇
四
年
七
月
に
Ｎ
Ｌ
Ｒ
Ｂ
は

、

私
立
大
学
で
教
職
補
助
・
研
究
補
助

に
携
わ
る
大
学
院
生
の
「
労
働
者
性
」

を
認
め
ず
、
団
結
権
・
団
体
交
渉
権

を
否
定
。
続
く
九
月
に
は
、
会
社
か

ら
リ
ハ
ビ
リ
援
助
受
給
中
の
障
害
を

有
す
る
従
業
員
の
「
労
働
者
性
」
を

否
定
し
、
団
結
権
を
否
認
し
て
い
る
。

さ
ら
に
一
一
月
に
は
、
派
遣
先
の
正

規
労
働
者
が
組
織
す
る
労
働
組
合
へ

の
派
遣
労
働
者
の
加
入
は
、
派
遣
先

企
業
及
び
派
遣
会
社
の
許
可
が
な
い

限
り
認
め
ら
れ
な
い
と
の
決
定
を
下

し
て
い
る
。 

 

こ
の
う
ち
派
遣
労
働
者
の
正
規
労

働
者
組
合
へ
の
加
入
に
つ
い
て
、
Ｎ

Ｌ
Ｒ
Ｂ
は
こ
れ
ま
で
、
逆
の
判
断
を

下
し
て
き
た
。
例
え
ば
、
二
〇
〇
〇

年
に
は
、
派
遣
労
働
者
が
正
規
労
働

者
と
同
様
に
代
表
選
挙
に
参
加
す
る

権
限
を
認
め
、
〇
一
年
に
は
、
派
遣

労
働
者
に
よ
る
派
遣
先
組
合
へ
の
自

動
的
加
入
を
容
認
し
て
い
た
。
も
っ

と
も
、
こ
の
二
つ
の
決
定
に
対
し
て

は
、
「
使
用
者
が
異
な
る
労
働
者
の

交
渉
単
位
を
複
数
使
用
者
単
位
と
し
、

両
使
用
者
の
合
意
な
く
単
一
交
渉
単

位
に
組
み
込
む
こ
と
は
、
全
国
労
働

関
係
法
（
Ｎ
Ｌ
Ｒ
Ａ
）
に
反
す
る
も

の
だ
」
と
い
っ
た
Ｎ
Ｌ
Ｒ
Ｂ
委
員
の

反
対
意
見
も
提
示
さ
れ
て
い
た
。
〇

四
年
一
一
月
の
決
定
は
、
従
来
の
少

数
派
意
見
の
趣
旨
が
む
し
ろ
尊
重
さ

れ
、
従
来
の
決
定
を
覆
す
も
の
だ
。 

  

メ
デ
ィ
ア
も
労
働
者
の
権
利
縮
小

を
懸
念 

 

二
〇
〇
四
年
一
一
月
の
ケ
ー
ス
は

、

ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
州
オ
ー
ク
デ
ー
ル
の

老
人
ホ
ー
ム
で
就
労
す
る
正
規
労
働

者
及
び
派
遣
労
働
者
の
代
表
選
挙
手

続
き
を
め
ぐ
っ
て
、
全
米
サ
ー
ビ
ス

従
業
員
労
組
（
Ｓ
Ｅ
Ｉ
Ｕ
、
組
織
人

員
一
七
〇
万
人
）
が
提
起
し
た
も
の
。

Ｎ
Ｌ
Ｒ
Ｂ
地
方
支
局
長
は
「
派
遣
労

働
者
、
正
規
労
働
者
双
方
に
代
表
選

挙
に
お
け
る
投
票
権
が
あ
る
」
と
の

決
定
を
下
し
た
が
、
当
該
老
人
ホ
ー

ム
が
ワ
シ
ン
ト
ン
Ｄ
Ｃ
の
Ｎ
Ｌ
Ｒ
Ｂ

本
部
に
控
訴
。
Ｎ
Ｌ
Ｒ
Ｂ
本
部
は
、

「
Ｎ
Ｌ
Ｒ
Ｂ
は
、
従
来
か
ら
複
数
使

用
者
が
雇
用
す
る
労
働
者
グ
ル
ー
プ

の
混
合
を
否
認
し
、
複
数
使
用
者
交

渉
単
位
が
容
認
で
き
る
の
は
、
団
体

交
渉
の
際
に
一
定
の
要
件
を
満
た
し

た
場
合
の
み
で
あ
る
。
使
用
者
の
合

意
な
く
複
数
使
用
者
が
雇
用
す
る
労

働
者
を
単
一
単
位
に
組
み
込
む
と
、

使
用
者
間
の
不
必
要
な
紛
争
を
招
き

か
ね
な
い
」
と
し
て
、
Ｎ
Ｌ
Ｒ
Ｂ
地

方
支
局
長
の
決
定
を
破
棄
し
た
。
本

決
定
に
対
し
て
は
、
「
経
済
の
グ
ロ

ー
バ
ル
化
が
低
所
得
・
非
熟
練
労
働

者
の
非
典
型
労
働
力
化
を
余
儀
な
く

し
た
現
状
に
鑑
み
る
と
、
複
数
使
用

者
単
位
の
団
結
を
容
認
し
た
先
例
の

価
値
は
大
き
か
っ
た
。
今
回
の
決
定

は
使
用
者
側
の
歓
迎
を
受
け
る
だ
ろ

う
が
、
団
体
交
渉
の
法
的
安
定
性
や

予
見
性
に
欠
け
た
も
の
と
い
わ
ざ
る

を
得
ず
、
政
策
的
正
当
性
を
裏
付
け

る
立
場
に
偏
り
す
ぎ
て
い
る
」
と
の

見
解
が
少
数
派
意
見
と
し
て
提
示
さ

れ
て
い
る
。
米
メ
デ
ィ
ア
も
、
ブ
ッ

シ
ュ
政
権
下
の
Ｎ
Ｌ
Ｒ
Ｂ
が
、
労
働

者
の
権
利
縮
小
に
向
か
い
つ
つ
あ
る

こ
と
に
懸
念
を
示
し
て
い
る
。 

  

二
三
分
に
一
度
の
頻
度
で
労
働
者

の
解
雇
や
差
別
が 

　
全
国
労
働
関
係
法
（
Ｎ
Ｌ
Ｒ
Ａ
）

は
、
従
業
員
の
団
結
権
行
使
に
対
す

る
使
用
者
の
干
渉
・
妨
害
・
威
圧
、

解
雇
な
ど
を
「
不
当
労
働
行
為
」
と

し
て
禁
止
し
て
い
る
。
し
か
し
、
Ｎ

Ｌ
Ｒ
Ｂ
独
自
調
査
で
は
、
二
三
分
に

一
度
の
頻
度
で
、
結
社
の
自
由
の
行

使
を
理
由
と
す
る
労
働
者
の
解
雇
や

差
別
が
確
認
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、

コ
ー
ネ
ル
大
学
が
実
施
し
た
調
査
は
、

①
使
用
者
の
五
割
以
上
が
、
組
織
化

を
望
む
労
働
者
に
対
し
職
場
封
鎖
（
ロ

ッ
ク
ア
ウ
ト
）
を
示
唆
す
る
な
ど
の

非
合
法
な
脅
迫
を
行
っ
て
い
る
（
注

２
）
②
三
分
の
一
以
上
が
反
組
合
従

業
員
を
買
収
し
た
り
、
優
遇
措
置
を

講
じ
て
い
る
③
四
分
の
一
程
度
が
オ

ル
グ
活
動
中
に
組
合
支
持
の
従
業
員

を
非
合
法
解
雇
し
て
い
る
―
―
な
ど

の
実
態
を
明
ら
か
に
し
て
い
る
。 

（
注
１
）
全
国
労
働
関
係
局
（N

at-
ional Labor Relations B

oard

）

は
、
準
司
法
的
機
能
を
有
す
る
独
立

規
制
委
員
会
で
あ
り
、
五
人
の
局
委

員
か
ら
構
成
さ
れ
る
。
各
委
員
は
、

大
統
領
が
上
院
の
承
認
を
得
た
う
え

で
任
命
し
、
任
期
は
五
年
で
あ
る
。 

（
注
２
）
全
国
労
働
関
係
法
（N

at-
ional Labor Relations Act

）
は
、

使
用
者
に
よ
る
組
織
化
の
妨
害
、
組

合
の
破
壊
、
団
体
交
渉
の
回
避
な
ど

の
違
法
な
目
的
の
た
め
の
ロ
ッ
ク
ア

ウ
ト
（
職
場
封
鎖
）
を
、
「
不
当
労

働
行
為
」
と
し
て
禁
止
し
て
い
る
。 

【
出
所
】 

 

委
託
調
査
員
報
告 

 "N
LRB
 flip-flops confuse uni-

ons, em
ployers" 

 The B
usiness Journal of M

il-
w
aukee - January 3, 2005 
 http://m

ilw
aukee.bizjournals. 

com
/m
ilw
aukee/stories/2005 

/01/03/editorial5.htm
l 

 "Labor B
oard's C

ritics See a 
B
ias Against W

orkers" 
 N
Y tim

es. January 5, 2005 
 http://w

w
w
.nytim

es.com
/200

5/01/02/national/02labor.htm
l 

 "Protecting Am
ericans' rights 

at w
ork" 

 Pittsburghlive.com
 
Sunday, 

D
ecem

ber 26, 2004 
 http://pittsburghlive.com

/x/ 
tribune-review

/opinion/colum
-

nists/guests/s_286453.htm
l 

（
国
際
研
究
部
）  

 

イ
ギ
リ
ス
／
英
政
府
、
従
業

員
・
若
者
向
け
に
新
た
な
訓

練
ス
キ
ー
ム
を
導
入 

　
英
国
に
は
い
わ
ゆ
る
読
み
書
き
計

算
な
ど
の
基
礎
学
力
を
持
た
な
い
者

が
七
〇
〇
万
人
存
在
す
る
と
言
わ
れ

る
。
国
際
競
争
力
の
阻
害
要
因
と
な

る
技
能
格
差
の
拡
大
に
対
し
政
府
は
、

中
小
企
業
向
け
訓
練
パ
イ
ロ
ッ
ト
ス

キ
ー
ム
や
若
年
養
成
工
ス
キ
ー
ム
な

ど
、
人
材
開
発
に
お
け
る
施
策
を
次
々

と
打
ち
出
し
て
い
る
。 

  

中
小
企
業
向
け
訓
練
パ
イ
ロ
ッ
ト

ス
キ
ー
ム 

 

中
小
企
業
向
け
訓
練
パ
イ
ロ
ッ
ト
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○ＣＥＵ 

ス
キ
ー
ム
（
Ｅ
Ｔ
Ｐ
＝E

m
ployer 

Training Pilot Schem
e

）
は
、
五

〇
人
未
満
の
小
規
模
企
業
を
主
対
象

と
し
た
ス
キ
ー
ム
。
小
規
模
企
業
に

お
け
る
生
産
性
の
向
上
に
は
基
礎
的

能
力
の
訓
練
が
有
効
で
あ
る
と
し
て

二
〇
〇
二
年
九
月
に
六
地
域
限
定
で

運
用
が
開
始
さ
れ
た
。
Ｅ
Ｔ
Ｐ
に
は

こ
れ
ま
で
一
〇
万
人
以
上
が
参
加
し

て
い
る
が
、
運
用
実
績
が
良
好
な
こ

と
か
ら
二
〇
〇
六
年
七
月
ま
で
全
国

に
拡
大
し
て
実
施
さ
れ
る
こ
と
に
な

っ
た
。
従
業
員
は
基
礎
学
力
を
つ
け

る
訓
練
の
機
会
が
与
え
ら
れ
、
企
業

に
は
従
業
員
の
訓
練
受
講
に
よ
る
労

働
損
失
分
が
補
償
さ
れ
る
。 

 

実
施
の
際
に
は
各
地
域
の
教
育
訓

練
委
員
会
（
Ｌ
Ｓ
Ｃ
＝Learning 

and Skills C
ouncil

）
と
地
域
の
ビ

ジ
ネ
ス
リ
ン
ク（
注
１
）、
大
学
等
が

連
携
し
て
、
地
域
特
性
や
個
々
の
企

業
に
適
し
た
訓
練
計
画
が
提
供
さ
れ

る
。
Ｅ
Ｔ
Ｐ
の
最
終
目
標
は
全
国
職

業
資
格
（
Ｎ
Ｖ
Ｑ
＝N

ational V
o-

cational Q
ualifications

）
レ
ベ
ル

２
の
資
格
取
得
と
な
っ
て
い
る（
表

１
参
照
）。 

 

ゴ
ー
ド
ン
・
ブ
ラ
ウ
ン
蔵
相
は
、

「
英
国
は
Ｅ
Ｕ
主
要
国
の
な
か
で
も

非
熟
練
労
働
者
の
比
率
が
最
も
高
い

国
の
ひ
と
つ
。
全
従
業
員
の
三
割
に

あ
た
る
労
働
者
が
極
め
て
低
い
技
術

水
準
で
あ
る
こ
と
が
英
国
の
ア
キ
レ

ス
腱
に
な
っ
て
い
る
」
と
し
て
Ｅ
Ｔ

Ｐ
の
全
国
展
開
に
よ
る
能
力
向
上
に

期
待
を
寄
せ
た
。
ま
た
、
英
国
産
業

連
盟
雇
用
者
団
体
の
デ
ィ
グ
ビ
ー
・

ジ
ョ
ー
ン
ズ
会
長
は
、
技
術
革
新
の

た
め
の
投
資
を
惜
し
ん
で
い
る
間
に
、

英
国
は
労
働
コ
ス
ト
の
安
い
イ
ン
ド

や
中
国
と
い
っ
た
新
興
経
済
国
に
追

い
越
さ
れ
る
懸
念
が
あ
る
と
述
べ
、

Ｅ
Ｔ
Ｐ
の
導
入
を
高
く
評
価
し
て
い

る
。 

  

若
年
養
成
工
ス
キ
ー
ム 

 

若
年
層
に
対
す
る
技
能
向
上
の
試

み
も
進
ん
で
い
る
。
二
〇
〇
五
年
か

ら
は
、
現
行
の
養
成
工
ス
キ
ー
ム

（A
pprenticeship Schem

e

）
を

さ
ら
に
低
い
年
齢
層
に
ま
で
拡
大
す

る
若
年
養
成
工
ス
キ
ー
ム
（Young 

Apprenticeship Schem
e

） 

が
規

模
を
拡
大
し
て
実
施
さ
れ
る
こ
と
と

な
っ
た
。 

 
英
国
で
は
従
来
、
義
務
教
育
修
了

後
の
進
路
決
定
に
際
し
て
、「
学
業
」

か
「
職
業
」
い
ず
れ
に
進
む
か
を
決

定
し
な
く
て
は
な
ら
な
か
っ
た
た
め
、

コ
ー
ス
選
択
の
時
期
が
早
す
ぎ
る
と

の
指
摘
が
あ
っ
た
。
こ
れ
は
英
国
に

未
だ
根
強
く
残
る
社
会
階
級
の
影
響

と
も
言
わ
れ
て
い
る
。 

 

こ
う
し
た
状
況
を
是
正
す
る
た
め

、

現
在
、
政
府
は
「
一
四
歳
か
ら
一
九

歳
」
と
い
う
年
齢
層
を
対
象
と
し
た

教
育
訓
練
に
特
に
力
を
注
い
で
い
る
。

こ
れ
は
義
務
教
育
が
修
了
す
る
一
六

歳
前
後
の
ア
プ
ロ
ー
チ
が
極
め
て
重

要
と
い
う
考
え
に
基
づ
く
。
教
育
技

能
省
（
注
２
）
で
は
「
一
四
―
一
九

ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ（
入
口
）」 

と
い
う

戦
略
を
打
ち
出
し
た
。
二
〇
〇
四
年

五
月
に
導
入
が
開
始
さ
れ
た
若
年
養

成
工
ス
キ
ー
ム
は
そ
の
一
環
。
従
来

の
養
成
工
ス
キ
ー
ム
は
一
六
歳
か
ら

二
四
歳
を
対
象
と
し
て
い
る
が
、
同

ス
キ
ー
ム
は
よ
り
若
い
一
四
歳
か
ら

一
六
歳
を
対
象
と
す
る
二
年
間
の
プ

ロ
グ
ラ
ム
で
あ
る
。
週
に
一
度
、
実

務
的
な
技
術
を
学
ぶ
機
会
を
与
え
ら

れ
、
修
了
す
る
と
職
業
訓
練
科
目
対

象
中
等
教
育
証
書
（
Ｇ
Ｃ
Ｓ
Ｅ
ｓ : 

G
eneral C

ertificate of Secondary 
E
ducation

）
を
獲
得
す
る
こ
と
が

で
き
る
。 

 

Ｇ
Ｃ
Ｓ
Ｅ
ｓ
の
取
得
は
そ
の
後
の

職
業
関
連
資
格
取
得
機
会
の
拡
大
に

つ
な
が
る
ほ
か
、
Ａ
＋
レ
ベ
ル
の
プ

ロ
グ
ラ
ム
に
移
行
し
て
大
学
教
育
の

道
を
選
ぶ
こ
と
も
で
き
る
と
い
う
。

同
ス
キ
ー
ム
の
柔
軟
性
に
よ
っ
て
、

「
学
業
」
と
「
職
業
」
に
分
断
さ
れ

て
い
た
進
路
を
再
び
結
び
つ
け
る
こ

と
が
可
能
と
な
る
。 

 

さ
ら
に
ア
イ
バ
ン
・
ル
イ
ス
教
育
・

技
能
相
は
、
二
〇
〇
五
年
九
月
か
ら

は
研
修
の
場
を
現
在
の
一
〇
〇
〇
か

ら
二
〇
〇
〇
に
拡
大
す
る
と
発
表
し

た
。
ま
た
雇
用
者
技
能
委
員
会
（
Ｅ

Ｓ
Ｃ
）
の
多
く
の
委
員
が
、
「
養
成

工
制
度
は
全
国
展
開
す
べ
き
で
あ
る
」

と
の
意
見
に
賛
成
し
て
い
る
こ
と
か

ら
、
同
ス
キ
ー
ム
は
今
後
も
拡
大
さ

れ
て
い
く
と
み
ら
れ
て
い
る
。 

【
参
考
文
献
】 

 

英
国
財
務
省"D

eveloping W
ork-

force Skills : Piloting a N
ew
 Ap-

proach" 
 

教
育
技
能
省
プ
レ
ス
リ
リ
ー
ス
　 

（
注
１
）
ビ
ジ
ネ
ス
リ
ン
ク（B

usin-
ess Links

）
＝
通
商
産
業
省（
Ｄ
Ｔ

Ｉ
）所
管
の
小
企
業
サ
ー
ビ
ス（Sm

all 
B
usiness Service

）
の
認
可
を
受

け
た
機
関（
全
国
四
五
カ
所
）。 

（
注
２
）
二
〇
〇
三
年
一
月
に
出
版

さ
れ
た
教
育
白
書 "14-19 O

ppor-
tunity and Excellence" 

の
タ
イ
ト

ル
か
ら
も
わ
か
る
よ
う
に
特
に
こ
の

問
題
を
重
視
、
二
〇
〇
五
年
に
出
版

予
定
の
白
書
も
「
す
べ
て
の
若
者
が

一
九
歳
に
達
す
る
ま
で
に
な
ん
ら
か

の
形
で
訓
練
も
し
く
は
教
育
の
機
会

を
与
え
ら
れ
る
べ
き
で
あ
る
」
と
の

コ
ン
セ
プ
ト
で
出
版
さ
れ
る
こ
と
と

な
っ
て
い
る
。 

（
国
際
研
究
部
　
淀
川
京
子
） 

  

ド
イ
ツ
／
ジ
ー
メ
ン
ス
、
営

業
所
に
「
週
三
七
時
間
制
」

導
入 

　
ド
イ
ツ
電
機
大
手
の
ジ
ー
メ
ン
ス 

レベル 

１ 
 
２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 
 
４ 
 
５ 

表１  NVQ各レベルの能力要件 

必要とされる能力 

非熟練職の基礎技能に相当。 
 
非熟練に相当。 
決まった仕事の中で一定の作業をするだ 
けでなく知識と技能を適用して、ある程 
度変化のある作業もできる能力。作業に 
は単純作業ではない複雑なものも含み、 
仕事に対する責任と自主性も多少は要求 
される。作業グループまたはチームの中 
で他の者と共同で作業できることが必要 
とされる場合が多い。 
 
技術職・熟練工・工芸職・監督職に相当。 
 
技術職・下級管理職に相当。 
 
専門職・上級管理職に相当。 
 

【資料出典】 
　『諸外国の若者就業支援政策の展開―イギリスと 
スウエーデンを中心に―』（資料シリーズ2003、 
No.131、日本労働研究機構）、『教育訓練示度の 
国際比較調査、研究―ドイツ、フランス、アメリ 
カ、イギリス、日本―』（資料シリーズ2003、 
No.136、日本労働研究機構）を基に作成。 
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社
で
、
国
内
営
業
所
の
従
業
員
お
よ

そ
八
〇
〇
〇
人
に
対
す
る
週
三
七
時

間
労
働
へ
の
時
間
延
長
（
現
行
は
週

三
五
時
間
）
に
つ
い
て
、
同
社
と
Ｉ

Ｇ
メ
タ
ル
（
金
属
産
業
労
組
）
お
よ

び
同
社
中
央
事
業
所
委
員
会
が
一
月

二
五
日
、
合
意
に
達
し
た
。
延
長
に

見
合
う
賃
金
の
増
額
は
な
い
。
こ
の

延
長
と
引
き
換
え
に
、
対
象
と
な
る

従
業
員
に
は
二
〇
〇
九
年
ま
で
の
雇

用
が
保
障
さ
れ
る
。 

 

今
回
の
労
働
時
間
延
長
は
、
ジ
ー

メ
ン
ス
社
と
し
て
は
、
昨
年
六
月
に

ノ
ル
ト
ラ
イ
ン
・
ヴ
ェ
ス
ト
フ
ァ
ー

レ
ン
州
の
一
部
事
業
所
で
実
施
し
て

以
来
の
導
入
と
な
る
。
前
回
と
同
様
、

延
長
に
あ
た
っ
て
は
、
金
属
産
業
労

働
協
約
で
定
め
る
週
三
五
時
間
労
働

に
対
し
、
同
社
と
Ｉ
Ｇ
メ
タ
ル
（
金

属
産
業
労
組
）
お
よ
び
同
社
中
央
事

業
所
委
員
会
が
「
補
完
協
約
」
を
結

ぶ
形
で
導
入
を
可
能
に
し
て
い
る
。

当
事
者
は
、
合
意
に
こ
ぎ
つ
け
る
ま

で
に
三
回
に
わ
た
る
交
渉
を
行
っ
た
。 

　
補
完
協
約
で
は
、
週
三
七
時
間
制

実
施
の
ほ
か
、
ク
リ
ス
マ
ス
手
当
お

よ
び
休
暇
手
当
を
業
績
・
成
果
に
比

例
す
る
手
当
に
置
き
換
え
る
措
置
を

導
入
す
る
と
会
社
側
は
コ
メ
ン
ト
し

て
い
る
。
今
回
対
象
と
な
る
八
〇
〇

〇
人
の
ほ
か
、
同
社
営
業
所
で
働
く

一
万
二
〇
〇
〇
人
に
つ
い
て
は
、
別

会
社
化
さ
れ
た
営
業
サ
ー
ビ
ス
部
門

で
別
の
労
働
契
約
を
結
ん
で
い
た
（
一

九
九
八
年
以
降
す
で
に
週
三
七
時
間

制
を
取
り
入
れ
、
業
績
・
成
果
手
当

も
導
入
済
み
）
が
、
今
後
、
同
じ
労

働
条
件
に
統
合
さ
れ
る
予
定
だ
。 

  

Ｉ
Ｇ
メ
タ
ル
は
三
五
・
八
時
間
を

主
張 

　
今
回
の
延
長
に
つ
い
て
、
Ｉ
Ｇ
メ

タ
ル
は
、
年
間
総
労
働
時
間
と
し
て

一
五
七
五
時
間
を
取
り
決
め
た
と
し
、

そ
れ
を
週
労
働
時
間
に
換
算
す
る
と

三
五
・
八
時
間
に
な
る
と
説
明
し
て

い
る
。
こ
れ
に
加
え
、
年
間
五
〇
時

間
の
資
格
取
得
の
た
め
の
訓
練
時
間

を
設
け
て
お
り
、
そ
の
時
間
に
つ
い

て
は
「
個
別
の
資
格
取
得
の
ニ
ー
ズ

が
、
本
人
、
上
司
お
よ
び
事
業
所
委

員
会
の
間
で
調
整
さ
れ
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
」
と
し
て
い
る
。 

　
一
月
二
七
日
に
任
期
を
終
え
て
退

任
し
た
ジ
ー
メ
ン
ス
の
ハ
イ
ン
リ
ッ

ヒ
・
フ
ォ
ン
・
ピ
エ
ー
ル
社
長
は
、

今
回
の
合
意
に
つ
い
て
「
わ
れ
わ
れ

の
国
内
の
職
場
お
よ
び
（
産
業
）
立

地
の
安
定
と
競
争
力
維
持
に
寄
与
す

る
も
の
だ
」
と
ド
イ
ツ
に
お
け
る
雇

用
を
尊
重
す
る
考
え
を
示
し
た
。
同

社
は
ド
イ
ツ
国
内
で
一
六
万
四
〇
〇

〇
人
を
雇
用
し
て
い
る
が
、
全
社
的

な
業
績
は
好
調
な
も
の
の
、
二
七
日

に
発
表
し
た
二
〇
〇
四
年
第
４
四
半

期
決
算
（
一
〇
〜
一
二
月
）
で
は
、

携
帯
電
話
端
末
事
業
の
大
幅
な
赤
字

が
ク
ロ
ー
ズ
ア
ッ
プ
さ
れ
て
い
た
。 

 

（
国
際
研
究
部
・
主
任
調
査
員 

 

吉
田
和
央
） 

 

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
／
外
国
人
労

働
者
の
賃
金
紛
争
、
Ｅ
Ｕ
労

働
市
場
の
自
由
化
と
絡
ん
で

外
交
問
題
に
― 

　
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
国
内
で
工
事
を
請

け
負
う
ラ
ト
ビ
ア
の
建
設
会
社
で
働

く
ラ
ト
ビ
ア
人
労
働
者
が
、
同
国
の

産
業
別
労
働
協
約
で
決
め
ら
れ
た
水

準
を
下
回
る
賃
金
で
働
い
て
い
る
こ

と
に
つ
い
て
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
産

業
別
組
合
が
反
発
し
て
争
議
に
突
入
、

労
組
は
工
場
現
場
を
封
鎖
し
た
。
労

組
の
行
動
を
支
持
し
た
ス
ウ
ェ
ー
デ

ン
政
府
に
対
し
、
ラ
ト
ビ
ア
政
府
は

Ｅ
Ｕ
内
の
人
の
移
動
の
自
由
を
侵
害

す
る
も
の
と
主
張
し
、
両
国
の
外
交

問
題
に
ま
で
発
展
し
て
い
る
。 

　
二
〇
〇
四
年
五
月
の
欧
州
連
合
（
Ｅ

Ｕ
）
拡
大
に
伴
い
、
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
の

市
民
は
、
す
べ
て
の
加
盟
国
の
領
域

内
を
自
由
に
旅
行
し
、
滞
在
し
、
居

住
す
る
権
利
が
保
障
さ
れ
た
。
し
か

し
、
雇
用
者
と
し
て
働
く
こ
と
を
目

的
と
し
た
労
働
者
の
移
動
に
つ
い
て

は
、
移
行
期
間
が
設
け
ら
れ
、
現
加

盟
国
は
最
長
七
年
間
、
新
規
加
盟
国

か
ら
の
労
働
者
の
受
け
入
れ
に
制
限

措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
た
。

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
は
、
こ
の
制
限
措
置

を
一
切
課
さ
な
い
こ
と
と
し
た
。 

  

産
別
労
使
協
定
に
基
づ
く
賃
上
げ

を
拒
絶 

　
ラ
ト
ビ
ア
の
建
設
会
社Laval 

and Partners

（
Ｌ
＆
Ｐ
）
は
、
ス

ト
ッ
ク
ホ
ル
ム
近
郊
の
学
校
建
設
工

事
を
落
札
し
、
工
事
を
行
っ
て
い
た
。

Ｌ
＆
Ｐ
社
は
、
同
社
が
雇
用
す
る
一

四
人
の
ラ
ト
ビ
ア
人
労
働
者
に
対
し

て
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
労
働
協
約
で

定
め
ら
れ
た
建
設
労
働
者
の
賃
金
を

下
回
る
賃
金
を
支
払
っ
て
い
た
。
Ｌ

＆
Ｐ
社
は
、
ラ
ト
ビ
ア
人
労
働
者
の

賃
金
を
、
現
在
の
八
〇
ス
ウ
ェ
ー
デ

ン
・
ク
ロ
ー
ネ
（
Ｓ
Ｅ
Ｋ
）
か
ら
一

〇
五
Ｓ
Ｅ
Ｋ
に
引
き
上
げ
よ
う
と
し

た
が
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
建
設
労
働
者

組
合
は
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
産
業
別

労
働
協
約
で
定
め
ら
れ
た
一
三
〇
〜

一
四
五
Ｓ
Ｅ
Ｋ
へ
の
引
き
上
げ
を
要

求
し
、
Ｌ
＆
Ｐ
社
は
こ
れ
を
拒
絶
し

た
。 

  

電
気
労
働
者
組
合
の
ボ
イ
コ
ッ
ト

で
深
刻
化 

　
そ
の
結
果
、
建
設
労
働
者
組
合
は
、

二
〇
〇
四
年
一
一
月
二
日
、
Ｌ
＆
Ｐ

社
の
工
事
現
場
の
封
鎖
を
開
始
し
た
。

こ
の
紛
争
は
、
一
二
月
三
日
に
ス
ウ

ェ
ー
デ
ン
電
気
労
働
者
組
合
が
当
該

建
設
現
場
で
の
す
べ
て
の
電
気
工
事

を
ボ
イ
コ
ッ
ト
す
る
と
発
表
し
た
こ

と
に
よ
っ
て
深
刻
化
し
た
。
電
気
労

働
者
組
合
は
、
さ
ら
に
一
二
月
二
八

日
、
Ｌ
＆
Ｐ
社
が
工
事
を
行
っ
て
い

る
す
べ
て
の
現
場
で
、
同
社
が
労
働

協
約
に
署
名
す
る
ま
で
ス
ト
ラ
イ
キ

を
継
続
す
る
と
宣
言
し
た
。 

 

こ
の
よ
う
な
同
情
的
行
動
は
、
ス

ウ
ェ
ー
デ
ン
の
労
使
関
係
法
制
で
は

合
法
と
さ
れ
て
い
る
。
法
律
と
労
働

協
約
に
基
づ
く
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
制

度
で
は
、
外
国
人
労
働
者
を
含
む
未

組
織
労
働
者
の
労
働
条
件
に
つ
い
て

も
、
労
働
組
合
が
争
議
行
為
に
よ
り

労
働
協
約
の
締
結
を
要
求
す
る
こ
と

を
認
め
て
い
る
。
こ
れ
は
、
ス
ウ
ェ

ー
デ
ン
労
働
市
場
に
お
い
て
は
ス
ウ

ェ
ー
デ
ン
の
労
働
協
約
が
適
用
さ
れ

る
と
す
る
一
般
原
則
に
基
づ
く
も
の

で
あ
る
。 

 

他
方
、
Ｌ
＆
Ｐ
社
は
、
外
国
で
働

く
ラ
ト
ビ
ア
人
労
働
者
に
対
し
て
も
、

ラ
ト
ビ
ア
の
労
働
協
約
が
適
用
さ
れ

る
べ
き
で
あ
る
と
し
、
そ
う
で
な
い

場
合
は
差
別
的
取
り
扱
い
で
あ
る
と

主
張
し
た
。
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
労
働
組

合
総
同
盟
（
Ｌ
Ｏ
）
の
弁
護
士
は
、

こ
れ
は
差
別
事
例
で
は
な
く
、
ス
ウ

ェ
ー
デ
ン
で
働
く
ラ
ト
ビ
ア
人
労
働

者
に
も
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
労
働
者
と
同

じ
権
利
が
あ
る
と
い
う
均
等
待
遇
の

問
題
で
あ
る
、
と
述
べ
て
い
る
。 

  

両
国
間
の
外
交
問
題
に
ま
で
発
展 

　
こ
の
問
題
は
、
両
国
間
の
外
交
問

題
に
ま
で
発
展
し
た
。
ス
ウ
ェ
ー
デ

ン
政
府
は
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
労
働

組
合
の
行
動
を
支
持
す
る
旨
を
表
明

し
、
ラ
ト
ビ
ア
政
府
は
、
ス
ウ
ェ
ー

デ
ン
労
組
の
現
場
封
鎖
を
Ｅ
Ｕ
域
内

に
お
け
る
人
の
移
動
の
自
由
を
侵
害

す
る
も
の
で
あ
る
と
主
張
し
た
。
Ｌ

＆
Ｐ
社
は
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
労
働

組
合
と
労
働
協
約
を
締
結
す
る
よ
う

要
請
さ
れ
た
が
、
同
社
は
、
す
で
に

自
社
の
雇
用
す
る
ラ
ト
ビ
ア
労
働
者
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と
労
働
協
約
を
締
結
し
て
い
る
と
反

論
し
た
。 

 
Ｌ
＆
Ｐ
社
は
、
Ｅ
Ｕ
法
に
違
反
す

る
と
し
て
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
建
設
労

働
者
組
合
を
提
訴
す
る
と
と
も
に
、

こ
の
問
題
を
欧
州
裁
判
所
へ
と
持
ち

込
む
と
い
う
脅
し
を
か
け
た
。 

　
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
労
働
裁
判
所
は
、

一
二
月
二
二
日
、
労
働
組
合
の
現
場

封
鎖
は
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
法
規
に

照
ら
し
て
、
非
合
法
と
は
言
え
な
い

と
い
う
判
断
を
示
し
た
。 

  

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
労
使
が
解
決
の

道
を
模
索 

　
今
後
も
同
様
の
事
件
が
発
生
す
る

こ
と
が
予
想
さ
れ
る
た
め
、
Ｌ
Ｏ
と

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
経
営
者
団
体
連
盟
（
Ｓ

Ａ
Ｆ
）
は
、
こ
の
問
題
に
関
す
る
一

致
点
を
見
出
す
た
め
、
話
し
合
い
を

開
始
し
た
。 

 

ま
た
最
近
、
工
業
関
係
の
使
用
者

団
体
は
、
外
国
企
業
と
の
間
で
一
時

的
な
協
約
を
締
結
し
、
外
国
企
業
が

そ
の
協
約
に
定
め
ら
れ
た
最
低
賃
金

を
支
払
う
と
い
う
新
た
な
方
法
を
採

用
し
た
。
こ
の
協
約
に
よ
る
最
低
賃

金
は
、
通
常
の
平
均
賃
金
よ
り
三
五

〜
四
〇
％
低
い
額
と
な
っ
て
い
る
。

製
造
業
に
お
け
る
一
例
で
は
、
平
均

時
給
の
一
二
〇
Ｓ
Ｅ
Ｋ
に
対
し
、
一

時
的
に
合
意
さ
れ
た
時
給
は
七
五
Ｓ

Ｅ
Ｋ
で
あ
っ
た
。 

 

労
働
組
合
は
、
最
低
賃
金
は
若
年

者
や
新
規
移
民
だ
け
に
適
用
さ
れ
る

も
の
で
あ
る
と
強
く
抗
議
し
て
い
る
。

組
合
側
は
、
こ
れ
は
差
別
の
一
種
で

あ
り
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
賃
金
に
下

方
圧
力
を
か
け
る
も
の
で
あ
る
と
主

張
し
て
い
る
。 

  

建
設
関
係
労
組
の
合
併 

　
Ｌ
Ｏ
傘
下
の
建
設
労
働
組
合
（
組

合
員
数
一
三
万
人
）
、
電
気
労
働
者

組
合
（
同
二
万
七
〇
〇
〇
人
）
、
建

物
管
理
労
働
者
組
合
（
同
三
万
九
〇

〇
〇
人
）
、
塗
装
工
労
働
組
合
（
同

一
万
八
〇
〇
〇
人
）
は
、
二
〇
〇
七

年
初
頭
の
合
併
に
向
け
た
検
討
に
入

る
こ
と
を
決
定
し
た
。
こ
の
四
建
設

労
組
の
合
併
が
実
現
す
る
と
、
組
合

員
数
二
一
万
五
〇
〇
〇
人
の
Ｌ
Ｏ
内

で
三
番
目
の
産
業
別
労
働
組
合
と
な

る
。 

 

合
併
の
目
的
は
、
交
渉
力
・
政
治

的
発
言
力
の
強
化
、
財
政
基
盤
の
強

化
な
ど
の
ほ
か
に
、
欧
州
労
働
市
場

の
自
由
化
へ
の
対
応
が
あ
る
。
Ｅ
Ｕ

拡
大
に
伴
い
、
現
在
、
バ
ル
ト
海
諸

国
や
ポ
ー
ラ
ン
ド
の
建
設
会
社
が
ス

ウ
ェ
ー
デ
ン
市
場
に
参
入
し
て
き
て

い
る
。
そ
の
中
に
は
、
ス
ウ
ェ
ー
デ

ン
企
業
が
支
払
う
よ
り
も
ず
っ
と
安

い
賃
金
で
契
約
を
獲
得
し
て
い
る
企

業
も
あ
る
。
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
建
設

関
係
労
働
組
合
は
、
個
人
的
に
ス
ウ

ェ
ー
デ
ン
に
来
る
全
て
の
外
国
人
労

働
者
や
外
国
企
業
の
労
働
者
に
対
し

て
も
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
協
約
に
基
づ

い
て
賃
金
が
支
払
わ
れ
る
よ
う
保
障

し
て
い
く
た
め
、
合
併
に
よ
っ
て
交

渉
力
を
強
化
し
て
い
く
必
要
に
迫
ら

れ
て
い
る
。 

（
国
際
研
究
部
　
大
島
秀
之
） 

  

　 フ
ィ
リ
ピ
ン
／
二
〇
〇
四
年

の
雇
用
率
、
三
・
二
％
の
伸

び
―
Ｉ
Ｔ
分
野
等
の
経
済
発

展
を
担
う
分
野
の
労
働
力
確

保
が
今
後
の
課
題
に 

　
労
働
雇
用
省
（
Ｄ
Ｏ
Ｌ
Ｅ
）
は
一

月
一
九
日
、
二
〇
〇
四
年
の
雇
用
率

を
発
表
し
た
。
ア
ロ
ヨ
大
統
領
の
掲

げ
る
目
標
数
字
に
は
達
し
な
か
っ
た

も
の
の
、
サ
ン
ト
・
ト
マ
ス
労
働
雇

用
省
長
官
は
、
「
目
標
達
成
は
可
能

で
あ
る
」
と
自
信
を
示
し
た
。 

 

雇
用
統
計
局
（
Ｂ
Ｌ
Ｅ
Ｓ
）
に
よ

る
と
、
二
〇
〇
四
年
の
雇
用
者
数
は
、

三
一
六
一
万
一
〇
〇
〇
人
。
二
〇
〇

三
年
の
三
〇
六
三
万
五
〇
〇
〇
人
か

ら
、
九
七
万
六
〇
〇
〇
人
増
加
し
、

三
・
二
％
の
伸
び
と
な
っ
た
。
部
門

別
で
は
、
サ
ー
ビ
ス
業
が
四
・
五
％

（
六
五
万
九
〇
〇
〇
人
）
増
の
一
五

二
三
万
六
〇
〇
〇
人
で
、
全
体
の
四

八
・
二
％
を
占
め
た
。
工
業
は
、
三
・

三
％
（
一
五
万
九
〇
〇
〇
人
）
増
の

四
九
九
万
九
〇
〇
〇
人
、
農
林
水
産

業
は
、
一
・
四
％
（
一
五
万
八
〇
〇

〇
人
）
増
の
一
一
三
七
万
七
〇
〇
〇

人
で
あ
っ
た
。
こ
れ
ら
の
部
門
に
お

け
る
雇
用
増
が
、
全
国
的
な
雇
用
の

伸
び
に
実
質
的
に
貢
献
し
た
と
い
え

る
。 

 

サ
ー
ビ
ス
部
門
の
伸
び
を
支
え
た

の
は
、
二
七
万
一
〇
〇
〇
人
の
増
加

を
み
せ
た
卸
小
売
業
。
次
い
で
、
一

一
万
六
〇
〇
〇
人
増
の
運
輸
・
倉
庫
・

通
信
業
、
八
万
八
〇
〇
〇
人
増
の
家

政
婦
と
な
っ
て
い
る
。
一
方
、
工
業

部
門
で
は
、
二
〇
〇
三
年
と
ほ
ぼ
同

様
の
伸
び
を
み
せ
、
そ
の
大
部
分
（
一

二
万
人
）
を
製
造
業
が
占
め
て
い
る
。 

  

政
府
は
雇
用
創
出
に
躍
起 

　
ア
ロ
ヨ
大
統
領
は
、
任
期
中
の
六

年
で
一
〇
〇
〇
万
人
の
雇
用
創
出
を

目
標
に
掲
げ
て
い
る
。
年
平
均
で
は
、

お
よ
そ
一
七
〇
万
人
。
二
〇
〇
四
年

は
こ
の
数
字
に
は
及
ば
な
か
っ
た
が
、

政
府
は
、
雇
用
創
出
実
現
に
向
け
た

政
策
を
打
ち
出
し
、
実
行
に
移
し
て

い
る
。 

 

例
え
ば
、
中
小
企
業
向
け
融
資
の

拡
大
。
政
府
は
、
二
〇
〇
五
年
度
の

中
小
企
業
向
け
融
資
と
し
て
、
二
八

〇
億
ペ
ソ
を
割
り
当
て
る
予
定
で
あ

る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
。
こ
の
額

は
、
二
〇
〇
四
年
度
の
目
標
額
を
五

〇
億
ペ
ソ
上
回
る
。
こ
れ
に
よ
っ
て

お
よ
そ
五
〇
万
人
の
新
規
雇
用
が
期

待
で
き
る
と
い
う
。
融
資
は
、
全
政

府
系
金
融
機
関
の
共
同
政
策
で
あ
る

「
国
家
成
長
の
た
め
の
中
小
企
業
総

合
貸
出
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
Ｓ
Ｕ
Ｌ
Ｏ
Ｎ

Ｇ
）
」
を
通
じ
て
行
わ
れ
、
フ
ィ
リ

ピ
ン
不
動
産
銀
行
（
ラ
ン
ド
・
バ
ン

ク
）
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
開
発
銀
行
（
Ｄ

Ｂ
Ｐ
）
な
ど
が
取
り
扱
う
。
二
〇
〇

四
年
一
一
月
末
現
在
、
同
プ
ロ
グ
ラ

ム
に
よ
る
中
小
企
業
へ
の
融
資
額
は
、

お
よ
そ
二
四
〇
億
ペ
ソ
。
五
三
万
人

以
上
の
雇
用
を
創
出
し
た
と
さ
れ
る
。

中
部
ル
ソ
ン
、
カ
ラ
バ
ル
ソ
ン
、
北

部
ミ
ン
ダ
ナ
オ
地
方
お
よ
び
首
都
圏

で
利
用
者
が
多
く
、
製
造
業
、
貿
易
、

サ
ー
ビ
ス
業
が
大
部
分
を
占
め
て
い

る
。 

 

  

成
長
産
業
の
人
材
確
保
が
課
題
に 

 

こ
う
し
た
新
た
な
雇
用
の
創
出
へ

の
取
り
組
み
と
と
も
に
、
こ
こ
数
年

で
急
成
長
を
と
げ
た
分
野
の
労
働
力

確
保
と
い
う
課
題
が
浮
上
し
て
い
る
。

フ
ィ
リ
ピ
ン
で
は
、
こ
こ
数
年
、
情

報
技
術
（
Ｉ
Ｔ
）
関
連
サ
ー
ビ
ス
、

電
子
、
自
動
車
部
品
、
鉱
業
、
食
品
、

ヘ
ル
ス
ケ
ア
、
イ
ン
フ
ラ
、
物
流
の

各
分
野
で
急
成
長
を
み
せ
た
。
こ
れ

ら
の
分
野
が
経
済
発
展
の
牽
引
役
と

な
っ
て
い
る
こ
と
は
間
違
い
な
い
。

こ
う
し
た
分
野
の
中
核
を
担
う
優
秀

な
人
材
を
い
か
に
確
保
す
る
か
。 

 

貧
困
、
高
失
業
率
、
財
政
赤
字
等

、

政
府
が
解
決
す
べ
き
問
題
が
依
然
と

し
て
多
い
フ
ィ
リ
ピ
ン
。
「
試
練
は

成
長
へ
の
好
機
」
（
貿
易
産
業
省
）

と
し
、
二
〇
〇
五
年
の
更
な
る
成
長

に
向
け
て
、
政
府
は
諸
政
策
に
取
り

組
む
姿
勢
を
示
し
て
い
る
。 

（
国
際
研
究
部
　
町
田
敦
子
） 

 

　 韓
国
／
少
子
高
齢
化
進
む 

 

韓
国
は
二
〇
五
〇
年
に
は
、
世
界

で
最
も
高
齢
化
が
進
ん
だ
国
に
な
る
。

こ
れ
は
国
家
統
計
局
（
Ｎ
Ｓ
Ｏ
）
が

最
近
公
表
し
た
、
人
口
に
関
す
る
報

告
書
の
中
で
明
ら
か
に
さ
れ
た
。
国

際
連
合
の
統
計
値
に
基
づ
く
Ｎ
Ｓ
Ｏ

の
予
測
に
よ
れ
ば
、
六
五
歳
以
上
の

高
齢
者
の
割
合
（
高
年
齢
者
比
率
）

は
二
〇
五
〇
年
ま
で
に
人
口
の
三
七
・

三
％
に
達
し
、
日
本
を
上
回
っ
て
世

界
一
と
な
る
。 

 

二
〇
〇
五
年
現
在
の
高
齢
者
比
率 
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は
九
・
一
％
。
一
九
六
〇
年
に
は
二
・

九
％
、
一
九
八
〇
年
に
は
三
・
八
％

に
と
ど
ま
っ
て
い
た
が
、
二
〇
〇
〇

年
に
は
七
・
二
％
、
二
〇
〇
三
年
に

は
八
・
三
％
と
上
昇
し
て
き
た
。
今

後
、
二
〇
一
〇
年
に
は
一
〇
・
九
％
、

二
〇
二
〇
年
に
は
一
五
・
七
％
、
二

〇
三
〇
年
に
は
二
四
・
一
％
と
、
加

速
的
な
上
昇
が
見
込
ま
れ
て
い
る
。 

 

韓
国
に
次
い
で
高
齢
化
が
進
む
国

と
し
て
は
、
日
本（
二
〇
五
〇
年
時

点
の
高
齢
者
比
率
が
三
六 

・
五
％
）、

ス
ペ
イ
ン（
三
五
％
）、
イ
タ
リ
ア（
三

四
・
四
％
）、
オ
ラ
ン
ダ（
三
三
・
二

％
）が
あ
げ
ら
れ
て
い
る（
国
連
の
デ

ー
タ
よ
り
）。 

  

平
均
寿
命
の
伸
長
と
出
生
率
低
下

が
原
因 

 

人
口
の
高
齢
化
は
医
療
の
向
上
に

よ
る
平
均
余
命
の
伸
長
と
、
出
生
率

の
急
低
下
に
よ
り
も
た
ら
さ
れ
た
も

の
だ
。
一
九
六
〇
年
代
か
ら
低
下
が

続
い
て
い
る
合
計
特
殊
出
生
率
は
、

一
九
七
〇
年
の
四
・
五
三
か
ら
二
〇

〇
三
年
に
は
一
・
一
九
と
、
日
本
（
一
・

二
九
）
を
下
回
る

低
水
準
と
な
っ
た
。

そ
れ
は
若
い
夫
婦

が
子
供
を
持
つ
こ

と
を
避
け
る
傾
向

に
あ
る
と
こ
ろ
が

大
き
い
と
Ｎ
Ｓ
Ｏ

は
コ
メ
ン
ト
し
て

い
る
。 

　
現
在
人
口
の
多
く

の
割
合
を
占
め
る
三

〇
歳
代
、
四
〇
歳
代

の
層
の
な
か
に
は
、

未
婚
あ
る
い
は
結
婚

し
て
も
子
供
を
持
た

な
い
者
が
多
い
。
こ

の
年
代
が
六
五
歳
以

上
の
高
齢
者
に
な
っ

た
と
き
、
韓
国
の
人

口
構
成
は
極
端
な
不

均
衡
に
直
面
す
る
こ

と
に
な
る
と
い
う
。 

 
国
連
に
よ
れ
ば
六

五
歳
以
上
人
口
が
一

四
％
以
上
に
な
る
と

「
高
齢
社
会
」
と
位

置
づ
け
ら
れ
る
が
、

韓
国
で
は
こ
れ
は
二

〇
一
八
年
と
予
想
さ

れ
て
い
る
。 

　
現
在
の
よ
う
な
人

口
の
高
齢
化
が
続
け

ば
、
経
済
成
長
の
可

能
性
は
激
減
し
、
今
後
は
低
成
長
時

代
に
突
入
す
る
こ
と
が
専
門
家
の
間

で
懸
念
さ
れ
て
い
る
。
政
府
は
長
期

的
な
解
決
策
を
講
じ
る
必
要
が
あ
り
、

年
金
制
度
の
改
革
や
税
制
優
遇
な
ど

の
出
産
促
進
策
を
導
入
す
る
べ
き
だ

と
い
う
見
方
も
示
さ
れ
て
い
る
。 

　
韓
国
の
人
口
は
二
〇
〇
四
年
末
現

在
で
四
八
二
九
万
人
。
二
〇
二
〇
年

に
ピ
ー
ク
の
四
九
九
五
万
人
に
達
し

た
後
は
減
少
に
転
じ
る
と
見
込
ま
れ

て
い
る
。
五
〇
〇
〇
万
人
の
大
台
を

超
え
る
こ
と
は
、
現
時
点
で
は
難
し

い
と
予
想
さ
れ
て
い
る
。 

【
参
考
】 

韓
国
労
働
部
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ 

（
国
際
研
究
部
　
主
任
調
査
員 

横
田
裕
子
） 

  
中
国
／
企
業
の
社
会
的
責
任

（
Ｃ
Ｓ
Ｒ
）
へ
の
政
策
対
応

に
関
す
る
調
査
報
告 

　
中
国
で
も
「
企
業
の
社
会
的
責
任
」

（
Ｃ
Ｓ
Ｒ
）
の
問
題
が
遡
上
に
上
が

っ
て
い
る
。
二
〇
〇
四
年
初
め
に
、

ア
メ
リ
カ
と
Ｅ
Ｕ
が
中
国
輸
出
企
業

に
対
し
て
、
同
年
五
月
一
日
か
ら
Ｓ

Ａ
８
０
０
０
認
証
を
強
制
的
に
義
務

付
け
る
と
い
う
ニ
ュ
ー
ス
が
広
く
伝

わ
っ
た
こ
と
に
端
を
発
し
て
い
る
。 

 

Ｓ
Ａ
８
０
０
０
と
は
、
ア
メ
リ
カ

経
済
優
先
許
可
委
員
会
を
前
身
と
す

る
私
的
組
織Social Accountability 

International

（
Ｓ
Ａ
Ｉ
）
が
制
定

し
た
Ｃ
Ｓ
Ｒ
認
証
規
準
で
、
児
童
労

働
、
強
制
労
働
、
健
康
と
安
全
、
結

社
と
団
体
交
渉
権
、
差
別
、
懲
戒
措

置
、
労
働
時
間
、
賃
金
と
管
理
シ
ス

テ
ム
な
ど
九
事
項
に
わ
た
っ
て
禁
止

や
保
障
を
求
め
る
も
の
で
、
第
三
者

が
実
施
す
る
世
界
初
の
認
証
規
準
で

あ
る
。 

　
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
以
降
、
多
国
籍
企
業

か
ら
受
注
す
る
企
業
活
動
が
軸
の
中

国
で
は
、
Ｃ
Ｓ
Ｒ
運
動
を
意
識
せ
ざ

る
を
得
な
い
状
況
と
な
っ
て
い
る
。

国
内
で
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
運
動
の
現
状
を
把

握
し
、
今
後
の
対
応
を
検
討
す
る
目

的
で
、
労
働
社
会
保
障
部
労
働
科
学

研
究
所
は
、
「
Ｃ
Ｓ
Ｒ
運
動
対
策
研

究
」
と
題
す
る
報
告
を
昨
年
年
一
一

月
に
発
表
し
た
。
そ
の
内
容
を
紹
介

し
た
い
。 

  
中
国
に
お
け
る
Ｃ
Ｓ
Ｒ
運
動
の
現
状 

　
中
国
で
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
運
動
は
、
九
〇

年
代
半
ば
に
始
ま
り
、
沿
海
地
区
か

ら
内
陸
部
へ
と
浸
透
し
、
玩
具
、
ア

パ
レ
ル
、
貿
易
加
工
業
な
ど
輸
出
関

連
産
業
に
広
く
対
象
範
囲
を
広
げ
て

い
る
。
現
在
ま
で
に
延
べ
一
万
五
○

○
○
事
業
所
以
上
が
Ｃ
Ｓ
Ｒ
監
査
を

う
け
て
い
る
。 

　
中
国
は
全
世
界
の
労
働
集
約
型
製

品
の
主
要
生
産
基
地
と
な
り
輸
出
は

好
調
だ
。
経
済
の
急
成
長
に
よ
っ
て

プ
レ
ゼ
ン
ス
も
急
速
に
向
上
し
た
。

反
面
、
労
働
者
の
権
利
面
で
の
問
題

が
少
な
く
な
い
。
中
国
が
今
Ｃ
Ｓ
Ｒ

運
動
の
国
際
的
タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
な
っ

て
い
る
の
は
、
そ
の
よ
う
な
背
景
が

あ
る
。 

　
こ
う
し
た
国
際
的
な
注
目
を
浴
び

て
、
今
中
国
の
製
造
業
で
は
、
複
数

の
発
注
元
か
ら
一
年
に
二
〇
か
ら
三

〇
回
の
監
査
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
多
国
籍
企
業
は
、
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の

職
能
部
門
の
重
点
課
題
を
中
国
に
集

中
さ
せ
て
お
り
、
世
界
的
に
有
名
な

認
証
機
関
が
市
場
開
拓
の
軸
を
中
国

に
移
し
、
機
関
の
増
設
と
監
査
人
員

の
増
員
を
実
施
し
て
い
る
。
加
え
て
、

多
国
籍
企
業
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
監
査
で
は
、

他
の
途
上
国
よ
り
も
厳
し
い
扱
い
を

う
け
て
い
る
と
い
う
。 

 

　 中
国
に
お
け
る
Ｃ
Ｓ
Ｒ
の
実
施
方
式 

　
中
国
で
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
監
査
の
実
施
は
、

主
に
二
つ
の
方
式
が
採
ら
れ
て
い
る
。

一
つ
は
、
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
監
査
で
、

多
国
籍
企
業
側
が
正
式
発
注
前
か
商

品
引
渡
し
前
に
、
自
社
の
専
属
者
か

第
三
者
認
証
機
関
の
委
託
代
理
専
門

員
を
派
遣
し
、
納
入
業
者
や
下
請
業

者
の
文
書
資
料
、
生
産
現
場
の
調
査
、

従
業
員
へ
の
ヒ
ヤ
リ
ン
グ
等
を
実
施

 

韓　国 

日　本 

表２  合計特殊出生率の推移 

1970年 

 4.53 

 2.13

1975年 

 3.47 

 1.91

1980年 

 2.83 

 1.75

1985年 

 1.67 

 1.76

1990年 

 1.59 

 1.54

1995年 

 1.65 

 1.42

2000年 

 1.47 

 1.36

2003年 

 1.19 

 1.29

 

0～14才 

15～64 

65～ 

表１  人口構成の変化の見通し（％） 

2005年 

 19.1 

 71.8 

   9.1

2050年 

　  9.0 

 53.7 

 37.3
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し
、
自
社
の
取
引
行
動
規
範
に
反
し

て
い
な
い
か
ど
う
か
を
判
断
す
る
。 

　
も
う
一
つ
は
、
Ｓ
Ａ
８
０
０
０
認

証
方
式
で
、
こ
の
手
続
き
は
、
ま
ず

企
業
が
書
面
で
認
証
機
関
に
申
請
す

る
事
か
ら
始
ま
る
。
そ
の
後
、
仲
介

機
関
に
よ
る
特
定
の
問
題
に
つ
い
て

の
指
導
を
う
け
、
改
善
変
更
を
行
っ

た
後
に
、
権
利
授
与
さ
れ
た
認
証
機

関
か
ら
の
監
査
を
う
け
る
と
い
う
手

順
で
あ
る
。
監
査
に
合
格
し
た
企
業

は
、
認
証
機
関
か
ら
資
格
証
書
を
授

与
さ
れ
、
そ
の
後
は
半
年
毎
に
再
審

を
う
け
る
こ
と
に
な
る
。
認
証
授
与

に
あ
た
っ
て
は
、
五
万
香
港
ド
ル
か

ら
一
五
万
香
港
ド
ル
以
上
の
費
用
を

要
す
る
と
い
わ
れ
る
。 

　
多
国
籍
企
業
に
お
け
る
サ
プ
ラ
イ

ヤ
ー
監
査
、
Ｓ
Ａ
８
０
０
０
な
ど
の

Ｃ
Ｓ
Ｒ
監
査
で
は
、
安
全
、
労
働
時

間
、
賃
金
、
従
業
員
福
利
な
ど
労
働

条
件
へ
の
監
査
が
中
心
と
な
る
。
監

査
で
指
摘
さ
れ
る
問
題
の
多
く
は
、

残
業
時
間
と
残
業
手
当
の
問
題
で
、

解
決
す
る
こ
と
が
最
も
難
し
く
深
刻

で
あ
る
。 

　
こ
れ
ら
Ｃ
Ｓ
Ｒ
監
査
が
中
国
企
業

の
労
働
法
に
対
す
る
意
識
の
向
上
や

労
働
条
件
の
調
整
・
改
善
に
貢
献
し

て
い
る
こ
と
は
事
実
で
あ
る
が
、
そ

の
一
方
で
は
、
中
国
企
業
が
多
国
籍

企
業
と
交
渉
し
て
、
監
査
規
準
の
緩

和
や
偽
装
工
作
を
行
っ
て
い
る
と
い

わ
れ
る
。
関
連
孫
受
け
企
業
を
設
立

さ
せ
て
総
合
的
に
労
働
時
間
計
算
を

行
っ
た
り
、
賃
金
基
準
か
ら
逆
算
し

て
融
通
し
た
り
と
、
実
質
的
改
善
に

い
た
ら
な
い
事
例
が
多
い
こ
と
を
事

実
と
し
て
、
同
報
告
書
で
は
問
題
視

し
て
い
る
。
そ
の
背
景
に
は
、
Ｃ
Ｓ

Ｒ
監
査
は
、
多
国
籍
企
業
自
体
も
外

か
ら
の
圧
力
で
実
施
し
て
い
る
に
す

ぎ
ず
、
実
際
に
監
査
結
果
に
よ
り
発

注
が
キ
ャ
ン
セ
ル
さ
れ
る
可
能
性
が

ほ
と
ん
ど
な
く
、
ま
た
、
輸
出
加
工

貿
易
企
業
で
は
現
実
的
に
改
善
が
難

し
い
と
い
う
事
情
が
あ
る
と
い
わ
れ

る
。 

  

Ｃ
Ｓ
Ｒ
運
動
へ
の
今
後
の
対
応
と

課
題 

 

二
〇
〇
五
年
の
紡
績
品
の
割
当
額

撤
廃
後
は
、
紡
績
輸
出
へ
の
対
外
貿

易
摩
擦
が
Ｃ
Ｓ
Ｒ
監
査
に
転
化
さ
れ

強
化
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
。
従
来

の
企
業
内
部
の
行
動
規
範
か
ら
外
部

認
証
行
動
規
範
に
移
行
す
る
こ
と
で

貿
易
に
多
大
な
影
響
が
及
ぶ
こ
と
も

ま
た
懸
念
さ
れ
る
。 

 

人
権
闘
争
の
勃
発
な
ど
経
済
成
長

の
マ
イ
ナ
ス
影
響
か
ら
の
予
防
や
貿

易
保
護
の
立
場
か
ら
、
Ｃ
Ｓ
Ｒ
運
動

を
プ
ラ
ス
の
方
向
で
効
果
的
に
行
っ

て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
そ
の

具
体
的
実
現
の
た
め
に
、
①
Ｃ
Ｓ
Ｒ

運
動
で
実
際
に
起
こ
り
う
る
と
予
想

さ
れ
る
影
響
に
関
す
る
研
究
と
認
識

の
共
有
化
を
図
る
②
Ｃ
Ｓ
Ｒ
運
動
の

実
施
方
式
を
区
分
し
、
認
証
へ
の
マ

ス
コ
ミ
な
ど
に
よ
る
「
商
業
的
捏
造
」

を
排
除
し
つ
つ
、
客
観
的
な
立
場
に

た
っ
た
対
応
策
を
実
行
す
る
③
国
際

労
働
基
準
の
積
極
対
話
に
参
加
し
、

中
国
の
発
揮
す
べ
き
役
割
を
提
言
し

て
い
く
④
国
際
労
働
基
準
や
中
核
的

労
働
基
準
の
研
究
を
強
化
し
、
法
制

度
の
改
善
を
行
う
こ
と
で
労
働
保
障

関
係
法
の
執
行
力
を
強
化
す
る
⑤
労

働
組
合
、
企
業
家
協
会
、
業
界
団
体

な
ど
を
巻
き
込
み
社
会
的
に
労
働
保

障
信
用
制
度
を
構
築
す
る
と
と
も
に
、

労
働
監
察
能
力
を
高
め
違
法
行
為
の

摘
発
処
分
を
強
化
す
る
こ
と
で
、
Ｃ

Ｓ
Ｒ
監
査
に
よ
る
改
善
要
件
の
削
減

に
努
力
す
る
⑥
産
業
構
造
展
開
を
推

進
す
る
こ
と
で
、
対
外
貿
易
戦
略
の

多
元
化
を
実
現
す
る
―
―
な
ど
の
六

項
目
に
重
点
的
に
取
り
組
む
必
要
性

を
報
告
書
は
提
言
し
て
い
る
。 

（
国
際
研
究
部
　
主
任
調
査
員
・ 

 

野
村
か
す
み
） 

  

ベ
ト
ナ
ム
／
貧
困
撲
滅
プ
ロ

グ
ラ
ム
、
順
調
に
推
移 

   

ベ
ト
ナ
ム
の
「
飢
餓
撲
滅
・
貧
困

削
減
の
た
め
の
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
タ
ー

ゲ
テ
ィ
ン
グ
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
Ｈ
Ｅ

Ｐ
Ｒ
＝H

unger E
radication and 

Poverty Reduction

）」
が
開
始
さ

れ
て
か
ら
六
年
が
経
過
し
た
。
政
府

は
二
〇
〇
四
年
に
一
六
万
世
帯
が
貧

困
か
ら
脱
し
た
と
し
て
、
同
プ
ロ
グ

ラ
ム
が
大
き
な
成
果
を
上
げ
て
い
る

と
発
表
し
て
い
る
。 

 

Ｈ
Ｅ
Ｐ
Ｒ
は
一
五
の
関
係
省
庁
が

実
施
す
る
九
つ
の
タ
ー
ゲ
テ
ィ
ン
グ
・

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
総
称
で
一
九
九
八
年

七
月
に
開
始
さ
れ
た
。
医
療
、
教
育
、

少
数
民
族
及
び
被
災
者
に
対
す
る
支

援
、
居
住
支
援
、
生
産
用
具
・
土
地

支
援
等
の
「
貧
困
支
援
政
策
」
と
「
貧

困
撲
滅
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」（
表
１
）
で

構
成
さ
れ
て
い
る
。
支
援
政
策
に
は
、

地
方
予
算
か
ら
総
額
一
兆
六
〇
〇
〇

億
ド
ン
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
つ
い
て

は
、
四
兆
六
四
〇
〇
億
ド
ン
の
予
算

が
計
上
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
大
部
分

は
国
家
予
算
か
ら
拠
出
さ
れ
る
。
二

〇
〇
四
年
六
月
に
行
っ
た
貧
困
に
関

す
る
調
査
に
よ
る
と
、
二
〇
〇
〇
年

に
行
っ
た
同
調
査
結
果
と
比
較
し
て
、

貧
困
世
帯
比
率

が
全
国
平
均
で

八
・
三
八
ポ
イ

ン
ト
減
少
し
た

（
表
２
）。 

 

Ｈ
Ｅ
Ｐ
Ｒ
を

主
管
す
る
ベ
ト

ナ
ム
労
働
・
傷

病
兵
・
社
会
問

題
（
Ｍ
ｏ
Ｌ
Ｉ

Ｓ
Ａ
）
は
、
地
域
に
応
じ
て
月
収
に

基
づ
く
貧
困
測
定
基
準
を
設
定
し
て

い
る
。
政
府
は
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
順

調
に
推
移
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
貧

困
測
定
基
準
を
さ
ら
に
引
き
上
げ
、

都
市
部
で
一
人
当
た
り
月
収
二
五
万

ド
ン
、
農
村
部
同
二
〇
万
ド
ン
に
改

定
す
る
こ
と
を
計
画
し
て
い
る（
表

３
）。
中
で
も
ホ
ー
チ
ミ
ン
市
は
改

善
が
著
し
い
こ
と
か
ら
貧
困
の
定
義

を
年
間
所
得
六
〇
〇
万
ド
ン
と
す
る

こ
と
と
し
、
さ
ら
な
る
プ
ロ
グ
ラ
ム

の
展
開
を
図
る
。 

【
参
考
文
献
】 

 

国
際
協
力
銀
行
ウ
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イ
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際
研
究
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6 
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8 
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10 
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表１  貧困撲滅プロジェクト 

貧困世帯に対する信用貸付 
事業、農業及び林業に関する相談指導 
貧困地区における飢餓撲滅・貧困削減モデルの確立 
インフラ整備 
農産物、非農業技術開発、小規模産業及びサービスを対象とする生産支援 
HEPR担当者に対する指導 
貧困地区内の新経済地域における移住者の定住 
貧困地区における農業の定着及び定住 
小規模雇用創出プロジェクトを対象とした融資 
職業訓練 
労働市場に関する統計資料の収集及び情報システムの確立 
雇用管理に携わる担当者に対する指導 

1. 北西地域 

2. 北東地域 

3. レッドリバーデルタ地帯 

4. 北部中央地域 

5. 中央沿岸地域 

6. 中央高原地帯 

7. 南東地域 

8. メコンデルタ地帯 

全国平均 

表２  貧困世帯比率推移（単位：%） 

2000年 

 22.35 

 33.96 

 9.76 

 25.64 

 22.34 

 24.9 

 8.88 

 14.18 

 17.18

2004年6月 

 11.61 

 18.55 

 6.51 

 14.22 

 10.36 

 12.99 

 2.95 

 7.89 

 8.80

削減率 

 10.74 

 15.41 

 3.25 

 11.42 

 11.98 

 11.91 

 5.39 

 6.29 

 8.38

地　域 

都市部 

農村部 

山岳地帯 

表３  貧困測定基準改定案 

現行基準 

月収15万ドン 

月収10万ドン 

月収 8万ドン 

改定案 

月収25万ドン 

月収20万ドン 

改定なし 




